
Ｂ．調査の結果 

１．従業員（全労働者）の構成 

（１）従業員（全労働者）に占める常用労働者の割合 

従業員（全労働者）に占める常用労働者の割合は、全体で 93.9％となっている。（図 1） 

産業別にみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」（99.7％）で最も高く、「複合サービス業」（83.3％）

で最も低くなっている。（図 1） 

企業規模別では、規模の大小に関わらず、特に大きな差はみられない。（図 1） 

男女の割合は全体で「男性」（95.4％）、「女性」（92.0％）となっている。（表 1） 

 

図 1 従業員（全労働者）に占める常用労働者の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 1 従業員（全労働者）に占める常用労働者の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
93.9 95.4 92.0

建設業 97.9 97.9 97.9
製造業 94.3 94.8 93.0
運輸業 99.1 99.3 97.5
情報通信業 98.9 99.1 98.7
卸売・小売業 96.1 97.6 93.7
飲食店・宿泊業 88.1 87.0 88.7
金融・保険業 98.7 99.9 95.4
医療・福祉 98.1 96.7 98.5
教育・学習支援 95.8 95.2 96.2
農・林・漁業 99.5 99.2 100.0
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 99.7 100.0 98.6
不動産業 97.1 97.6 96.5
複合サービス業 83.3 96.9 72.3
サービス業（他に分類されないもの） 85.3 87.9 82.9
その他 86.5 88.8 83.1
無回答 87.6 93.1 72.0
３００人以上 92.6 94.9 89.4
１００～２９９人 93.7 94.8 92.5
５０～９９人 94.1 95.3 92.6
３０～４９人 96.4 97.1 95.4
１０～２９人 96.3 96.5 96.1
５～９人 98.5 98.4 98.7
無回答 96.7 95.8 100.0

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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（２）従業員（全労働者）に占める臨時労働者の割合 

従業員（全労働者）に占める臨時労働者の割合は、全体で 4.3％となっている。（図 2） 

産業別にみると、「サービス業（他に分類されないもの）」（13.9％）、「飲食店・宿泊業」（11.5％）

で 1割を超えている。（図 2） 

企業規模別では、全ての事業所規模で 1割に満たない。（図 2） 

男女の割合は全体で「男性」（3.1％）、「女性」（5.8％）となっている。（表 2） 

 

図 2 従業員（全労働者）に占める臨時労働者の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 2 従業員（全労働者）に占める臨時労働者の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
4.3 3.1 5.8

建設業 1.4 1.5 1.0
製造業 0.7 0.3 1.6
運輸業 - - -
情報通信業 × × ×
卸売・小売業 1.5 1.7 1.2
飲食店・宿泊業 11.5 12.5 11.0
金融・保険業 × × ×
医療・福祉 1.9 3.3 1.4
教育・学習支援 × × ×
農・林・漁業 × × ×
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - -
不動産業 × × ×
複合サービス業 × × ×
サービス業（他に分類されないもの） 13.9 11.3 16.2
その他 × × ×
無回答 × × ×
３００人以上 5.7 3.5 8.5
１００～２９９人 3.4 3.2 3.7
５０～９９人 4.9 3.9 6.1
３０～４９人 2.7 2.1 3.5
１０～２９人 2.0 1.9 2.1
５～９人 0.9 0.9 1.0
無回答 - - -

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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（３）従業員（全労働者）に占める派遣労働者の割合 

従業員（全労働者）に占める派遣労働者の割合は、全体で 1.8％となっている。（図 3） 

産業別にみると、「複合サービス業」（8.3％）で最も高く、「電気・ガス・熱供給・水道業」（0.3％）

で最も低くなっている。（図 3） 

企業規模別では、規模の大小に関わらず、特に大きな差はみられない。（図 3） 

男女の割合は全体で「男性」（1.5％）、「女性」（2.3％）となっている。（表 3） 

 

図 3 従業員（全労働者）に占める派遣労働者の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 3 従業員（全労働者）に占める派遣労働者の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
1.8 1.5 2.3

建設業 0.7 0.6 1.0
製造業 5.0 4.9 5.3
運輸業 0.9 0.7 2.5
情報通信業 - - -
卸売・小売業 2.4 0.6 5.1
飲食店・宿泊業 × × ×
金融・保険業 1.0 0.1 3.5
医療・福祉 × × ×
教育・学習支援 0.7 0.7 0.7
農・林・漁業 - - -
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 × × ×
不動産業 × × ×
複合サービス業 × × ×
サービス業（他に分類されないもの） 0.8 0.8 0.8
その他 × × ×
無回答 - - -
３００人以上 1.8 1.5 2.1
１００～２９９人 2.8 2.0 3.8
５０～９９人 1.0 0.9 1.2
３０～４９人 0.9 0.8 1.0
１０～２９人 1.7 1.6 1.9
５～９人 0.5 0.7 0.3
無回答 × × ×

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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（４）従業員（全労働者）に占める非正規（正社員・正規職員以外）の割合 

従業員（全労働者）に占める非正規（正社員・正規職員以外）の割合は、全体で 34.4％となってい

る。（図 4） 

産業別にみると、「飲食店・宿泊業」（79.7％）で最も高く、「教育・学習支援」（12.3％）で最

も低くなっている。（図 4） 

企業規模別では、規模が小さくなるにつれ非正規（正社員・正規職員以外）の割合が低くなる傾向

にあり、「300 人以上」規模の事業所 35.9％に対し、「5～9 人」規模の事業所では 18.5％となって

いる。（図 4） 

男女の割合は全体で「男性」（21.6％）、「女性」（51.0％）となっている。（表 4） 

 

図 4 従業員（全労働者）に占める非正規（正社員・正規職員以外）の割合 

（全体、産業別、企業規模別） 
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表 4 従業員（全労働者）に占める非正規（正社員・正規職員以外）の男女の割合 

（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
34.4 21.6 51.0

建設業 12.6 10.5 22.4
製造業 26.2 15.9 50.0
運輸業 17.8 15.0 41.2
情報通信業 25.6 9.6 48.4
卸売・小売業 35.8 19.2 61.1
飲食店・宿泊業 79.7 55.6 91.8
金融・保険業 18.0 11.8 34.7
医療・福祉 28.2 17.9 31.3
教育・学習支援 12.3 14.5 10.6
農・林・漁業 35.8 25.9 53.4
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 17.1 12.9 32.9
不動産業 60.0 47.6 72.1
複合サービス業 69.6 51.0 84.7
サービス業（他に分類されないもの） 63.0 43.7 80.7
その他 66.9 50.0 92.3
無回答 × × ×
３００人以上 35.9 23.8 52.1
１００～２９９人 37.8 23.3 53.9
５０～９９人 35.3 22.0 51.4
３０～４９人 29.4 17.1 45.6
１０～２９人 27.0 14.9 45.9
５～９人 18.5 10.3 30.9
無回答 14.3 12.5 21.1

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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２．若年者の構成 

（１）若年者に占める常用労働者（若年者）の割合 

若年者に占める常用労働者（若年者）の割合は、全体で 92.6％となっている。（図 5） 

企業規模別では、特に大きな差はみられない。（図 5） 

男女の割合は全体で「男性」（94.1％）、「女性」（90.9％）となっている。（表 5） 

 

図 5 若年者に占める常用労働者（若年者）の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

92.6

98.2

92.9

99.8

100.0

94.7

82.8

98.2

98.4

98.8

100.0

100.0

97.3

88.3

80.4

100.0

100.0

91.6

90.9

95.2

97.4

93.8

97.9

96.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 体（ｎ=17,315）

建設業

製造業

運輸業

情報通信業

卸売・小売業

飲食店・宿泊業

金融・保険業

医療・福祉

教育・学習支援

農・林・漁業

鉱業

電気・ガス・熱供給・水道業

不動産業

複合サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

その他

無回答

３００人以上

１００～２９９人

５０～９９人

３０～４９人

１０～２９人

５～９人

無回答

（％）

産
業
別

企
業
規
模
別

- 11 - 



 

表 5 若年者に占める常用労働者（若年者）の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
92.6 94.1 90.9

建設業 98.2 98.3 97.7
製造業 92.9 94.1 89.9
運輸業 99.8 100.0 98.7
情報通信業 100.0 100.0 100.0
卸売・小売業 94.7 96.3 92.3
飲食店・宿泊業 82.8 82.6 82.9
金融・保険業 98.2 100.0 91.8
医療・福祉 98.4 97.0 98.9
教育・学習支援 98.8 99.4 98.6
農・林・漁業 100.0 100.0 100.0
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0 100.0
不動産業 97.3 94.1 100.0
複合サービス業 88.3 97.9 78.6
サービス業（他に分類されないもの） 80.4 82.3 78.8
その他 × × ×
無回答 100.0 100.0 100.0
３００人以上 91.6 93.9 88.8
１００～２９９人 90.9 92.4 89.4
５０～９９人 95.2 95.5 94.9
３０～４９人 97.4 97.2 97.5
１０～２９人 93.8 94.4 92.9
５～９人 97.9 97.7 98.0
無回答 96.1 95.2 100.0

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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（２）若年者に占める臨時労働者（若年者）の割合 

若年者に占める臨時労働者（若年者）の割合は、全体で 5.1％となっている。（図 6） 

産業別にみると、「飲食店・宿泊業」（16.8％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（18.3％）

で 1割を超えている。（図 6） 

企業規模別では、全ての事業所規模で 1割に満たない。（図 6） 

男女の割合は全体で「男性」（1.7％）、「女性」（2.8％）となっている。（表 6） 

 

図 6 若年者に占める臨時労働者（若年者）の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 6 若年者に占める臨時労働者（若年者）の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
5.1 1.7 2.8

建設業 1.2 0.4 0.2
製造業 0.6 0.2 0.4
運輸業 - - -
情報通信業 - - -
卸売・小売業 2.1 1.1 0.4
飲食店・宿泊業 16.8 11.7 8.9
金融・保険業 × × ×
医療・福祉 1.5 1.5 0.5
教育・学習支援 × × ×
農・林・漁業 - - -
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - -
不動産業 - - -
複合サービス業 × × ×
サービス業（他に分類されないもの） 18.3 6.8 9.0
その他 - - -
無回答 - - -
３００人以上 6.9 2.3 4.5
１００～２９９人 4.9 1.7 2.5
５０～９９人 3.5 1.3 1.3
３０～４９人 2.0 0.9 0.7
１０～２９人 2.6 0.7 1.3
５～９人 × × ×
無回答 - - -

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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（３）若年者に占める派遣労働者（若年者）の割合 

若年者に占める派遣労働者（若年者）の割合は、全体で 2.2％となっている。（図 7） 

産業別にみると、「製造業」（6.6％）で最も高く、「医療・福祉」（0.1％）で最も低くなってい

る。（図 7） 

企業規模別では、「100～299 人」規模と「10～29 人」規模の事業所で 3％を超えている。（図 7） 

男女の割合は全体で「男性」（1.7％）、「女性」（2.9％）となっている。（表 7） 

 

図 7 若年者に占める派遣労働者（若年者）の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 7 若年者に占める派遣労働者（若年者）の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
2.2 1.7 2.9

建設業 0.6 0.4 1.7
製造業 6.6 5.5 9.2
運輸業 × × ×
情報通信業 - - -
卸売・小売業 3.2 0.8 6.7
飲食店・宿泊業 × × ×
金融・保険業 1.2 - 5.5
医療・福祉 × × ×
教育・学習支援 0.7 0.4 0.9
農・林・漁業 - - -
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 - - -
不動産業 × × ×
複合サービス業 × × ×
サービス業（他に分類されないもの） 1.3 1.3 1.3
その他 - - -
無回答 - - -
３００人以上 1.5 1.0 2.0
１００～２９９人 4.3 3.2 5.3
５０～９９人 1.3 1.0 1.6
３０～４９人 0.6 - 1.1
１０～２９人 3.6 3.6 3.6
５～９人 1.3 1.5 1.0
無回答 × × ×

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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企
業
規
模
別
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（４）若年者に占める非正規（正社員・正規職員以外）（若年者）の割合 

若年者に占める非正規（正社員・正規職員以外）（若年者）の割合は、全体で 33.6％となっている。

（図 8） 

産業別にみると、「飲食店・宿泊業」（80.0％）で最も高く、「教育・学習支援」（5.9％）で最

も低くなっている。（図 8） 

企業規模別では、規模が小さくなるにつれ非正規（正社員・正規職員以外）（若年者）の割合が低

くなる傾向にあり、「300 人以上」規模の事業所 34.0％に対し、「5～9人」規模の事業所では 20.5％

となっている。（図 8） 

男女の割合は全体で「男性」（22.6％）、「女性」（45.9％）となっている。（表 8） 

 

図 8 若年者に占める非正規（正社員・正規職員以外）（若年者）の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 8 若年者に占める非正規（正社員・正規職員以外）（若年者）の男女の割合 

（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
33.6 22.6 45.9

建設業 9.9 7.3 21.8
製造業 20.2 10.7 42.5
運輸業 12.2 10.0 22.7
情報通信業 27.1 13.8 48.5
卸売・小売業 34.6 21.6 53.7
飲食店・宿泊業 80.0 63.9 90.3
金融・保険業 9.3 3.9 28.4
医療・福祉 22.4 15.3 24.7
教育・学習支援 5.9 6.2 5.8
農・林・漁業 25.3 15.0 38.6
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 19.8 14.1 43.4
不動産業 × × ×
複合サービス業 66.0 52.0 80.1
サービス業（他に分類されないもの） 70.4 57.1 81.6
その他 × × ×
無回答 - - -
３００人以上 34.0 24.9 45.1
１００～２９９人 39.6 26.5 51.4
５０～９９人 27.8 18.2 38.5
３０～４９人 31.8 17.2 44.1
１０～２９人 28.0 14.4 47.3
５～９人 20.5 10.5 33.7
無回答 × × ×

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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３．常用労働者の構成 

（１）男女別構成 

平成 26 年 6 月 1 日時点における常用労働者の男女別構成は、全体の 57.2％が「男性」であり、前

回（平成 23 年度）調査より 3.1 ポイント増加している。反対に「女性」は 42.8％で前回（平成 23年

度）調査から 3.1 ポイント減少している。（図 9） 

産業別では、「運輸業」（男性：89.6％）、「建設業」（男性：82.6％）において「男性」の割合

が高く 8割を超えている。一方、「医療・福祉」（女性：76.9％）では「女性」の割合が高くなって

いる。（図 10） 

企業規模別では、規模の大小に関わらず、男女比に特に大きな差はみられない。（図 10） 

 

図 9 常用労働者の男女の割合・経年比 
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図 10 常用労働者の男女構成比（全体、産業別、企業規模別） 
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（２）常用労働者に占める若年者の割合 

常用労働者に占める若年者（39 歳以下）の割合は、全体で 41.6％となっている。（図 11） 

産業別にみると、「複合サービス業」（55.4％）で最も高く、「運輸業」（19.1％）の産業で最も

低くなっている。（図 11） 

企業規模別では、規模が大きくなるにつれ若年者の割合が高くなる傾向にあり、「5～9人」規模の

事業所 31.2％に対し、「300 人以上」規模の事業所 46.0％となっている。（図 11） 

男女の割合は全体で「男性」（38.9％）、「女性」（45.2％）となっている。（表 9） 

 

図 11 常用労働者に占める若年者の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 9 常用労働者に占める若年者の男女の割合（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体 男性 女性
41.6 38.9 45.2

建設業 34.6 34.3 36.0
製造業 43.0 43.6 41.6
運輸業 19.1 17.7 31.2
情報通信業 48.2 50.5 45.0
卸売・小売業 38.8 38.2 39.9
飲食店・宿泊業 55.1 65.2 50.2
金融・保険業 41.0 44.0 32.5
医療・福祉 48.3 51.0 47.5
教育・学習支援 46.6 34.9 55.7
農・林・漁業 46.5 41.0 56.1
鉱業 - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 40.4 41.1 37.6
不動産業 43.0 39.0 47.0
複合サービス業 55.4 58.9 51.5
サービス業（他に分類されないもの） 40.8 38.8 42.8
その他 × × ×
無回答 32.9 32.8 33.3
３００人以上 46.0 44.1 48.8
１００～２９９人 40.5 36.8 44.8
５０～９９人 37.1 35.6 38.9
３０～４９人 42.3 33.6 54.2
１０～２９人 34.4 33.3 36.1
５～９人 31.2 29.6 33.7
無回答 55.7 58.0 47.4

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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（３）常用労働者に占める高年齢者の割合 

常用労働者に占める高年齢者（55 歳以上）の割合は、全体で 23.0％となっており、前回（平成 23

年度）調査より 5.4 ポイント増加している。（表 10） 

産業別にみると、「運輸業」（41.5％）で最も高く、「情報通信業」（6.5％）で最も低くなって

いる。（図 12） 

企業規模別では、規模が大きくなるにつれ高年齢者の割合が低くなる傾向にあり、「5～9人」規模

の事業所 35.7％に対し、「300 人以上」規模の事業所では 19.4％となっている。（図 12） 

男女別にみると「男性」（24.6％）、「女性」（20.8％）となっており、前回（平成 23 年度）調

査に比べて、男性は 4.2 ポイント、女性は 6.5 ポイント、高年齢者の割合が増加している。（表 10） 

 

図 12 常用労働者に占める高年齢者の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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表 10 常用労働者に占める高年齢者の男女の割合・経年比（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

H22 H23 H26 H22 H23 H26 H22 H23 H26
17.8 17.6 23.0 18.8 20.4 24.6 16.4 14.3 20.8

建設業 18.2 22.6 24.9 19.5 24.4 26.7 11.6 14.5 16.1
製造業 18.8 23.6 23.5 16.7 23.5 23.2 24.5 23.9 24.4
運輸業 27.6 32.3 41.5 26.9 32.2 41.6 32.2 33.3 40.9
情報通信業 11.0 6.5 6.5 9.6 5.9 6.5 14.3 7.1 6.6
卸売・小売業 14.0 13.2 19.0 15.5 15.3 19.3 12.0 10.6 18.5
飲食店・宿泊業 11.7 5.4 15.9 7.7 2.8 9.1 16.0 8.8 19.2
金融・保険業 8.5 11.1 13.7 12.8 15.5 14.8 4.0 6.5 10.4
医療・福祉 15.0 12.2 22.1 15.5 16.4 24.4 14.8 10.8 21.4
教育・学習支援 14.9 13.7 17.9 22.1 20.5 26.1 9.2 8.8 11.6
農・林・漁業 25.5 25.2 22.2 17.3 19.4 22.2 37.5 33.3 22.3
鉱業 - - - - - - - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 17.1 16.2 12.3 19.6 16.1 14.6 6.0 16.7 3.5
不動産業 13.3 20.3 23.0 19.0 20.3 32.9 7.0 20.4 13.3
複合サービス業 18.6 19.5 17.1 19.3 16.5 13.1 16.8 22.6 21.4
サービス業（他に分類されないもの） 25.6 21.7 30.5 24.1 19.8 31.2 27.1 23.7 29.7
その他 - × × - × × - × ×
無回答 - - 31.8 - - 29.9 - - 38.9
３００人以上 17.7 15.8 19.4 18.8 20.6 20.4 16.3 10.6 18.0
１００～２９９人 15.6 16.7 22.6 15.2 16.8 24.4 16.1 16.6 20.6
５０～９９人 18.2 19.3 25.0 19.7 21.4 26.6 16.1 16.4 23.1
３０～４９人 19.8 19.0 27.3 23.3 22.3 31.7 13.7 14.2 21.3
１０～２９人 18.9 21.1 28.8 20.1 22.9 30.1 16.9 18.8 26.7
５～９人 23.3 23.2 35.7 22.2 23.9 38.5 25.1 22.1 31.6
無回答 - - 23.9 - - 26.1 - - 15.8

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。
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業
別
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（４）常用労働者に占める障害者の割合 

常用労働者に占める障害者の割合は、全体で 1.08％となっており、前回（平成 23 年度）調査に比

べ 0.16 ポイント増加している。（表 11） 

産業別にみると、「運輸業」（2.24％）で最も高く、次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」（1.78％）

となっている。（図 13） 

企業規模別では、「30～49 人」規模と 100 人以上の事業所で 1％を超えており、特に「30～49 人」

規模の事業所で高くなっている。（図 13） 

男女の割合は全体で「男性」（1.36％）、「女性」（0.70％）となっており、前回（平成 23年度）

調査に比べて、男女とも特に大きな差はみられない。（表 11） 

 

図 13 常用労働者に占める障害者の割合（全体、産業別、企業規模別） 
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５～９人

無回答

（％）

産
業
別

企
業
規
模
別
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表 11 常用労働者に占める障害者の割合・経年比（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 15 年からの本調査の常用労働者に占める高年齢者と障害者の割合の推移をみると、高年齢者

は前回（平成 23 年度）調査から 5.4 ポイント増加し 2 割を超えている。一方、障害者の割合に大き

な増減はみられない。（図 14） 

 

図 14 常用労働者に占める高年齢者と障害者の割合・経年比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H26

高年齢者 14.7 16.5 16.1 17.6 16.3 17.0 18.5 17.8 17.6 23.0

障害者 0.87 0.94 0.94 0.84 0.94 0.94 0.87 0.95 0.92 1.08
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16.5 16.1

17.6
16.3

17.0

18.5
17.8 17.6

23.0

0.87
0.94 0.94

0.84
0.94 0.94
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0.95 0.92
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2.1

2.3
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14.0

16.0
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20.0

22.0

24.0

26.0

（％）（％）

（数値：％）

H22 H23 H26 H22 H23 H26 H22 H23 H26
0.95 0.92 1.08 1.23 1.21 1.36 0.57 0.57 0.70

建設業 1.05 1.35 1.11 1.21 1.45 1.21 0.26 0.95 0.64
製造業 1.29 1.23 1.18 1.42 1.35 1.24 0.92 0.92 1.02
運輸業 0.85 1.00 2.24 0.92 1.07 2.36 0.43 0.40 1.27
情報通信業 0.60 0.81 - 0.87 1.47 - - - -
卸売・小売業 0.72 0.69 0.94 0.93 0.93 1.12 0.44 0.38 0.64
飲食店・宿泊業 0.76 0.47 0.86 1.45 0.42 1.74 - 0.53 0.43
金融・保険業 0.82 0.99 1.06 1.01 1.16 1.22 0.61 0.82 0.58
医療・福祉 0.58 0.69 0.75 0.96 1.24 1.12 0.46 0.50 0.64
教育・学習支援 0.72 0.88 0.77 0.88 1.10 0.73 0.60 0.72 0.81
農・林・漁業 0.73 - × - - × 1.79 - ×
鉱業 - × - - × - - × -
電気・ガス・熱供給・水道業 1.12 0.90 1.78 0.91 0.75 2.06 2.00 1.52 0.71
不動産業 0.83 0.81 - 1.59 1.35 - - - -
複合サービス業 2.10 1.75 1.00 3.00 3.40 1.07 - - 0.93
サービス業（他に分類されないもの） 1.25 0.98 1.22 1.76 1.43 1.79 0.72 0.49 0.67
その他 - × - - × - - × -
無回答 - - × - - × - - ×
３００人以上 1.05 1.02 1.15 1.29 1.32 1.36 0.71 0.69 0.85
１００～２９９人 0.91 0.81 1.19 1.12 1.01 1.50 0.68 0.61 0.83
５０～９９人 1.06 1.09 0.88 1.49 1.47 1.15 0.47 0.57 0.55
３０～４９人 0.62 0.65 1.32 0.89 0.92 2.07 0.13 0.27 0.30
１０～２９人 0.89 0.89 0.84 1.30 1.31 1.08 0.25 0.32 0.47
５～９人 0.66 0.70 - 0.88 1.00 - 0.29 0.23 -
無回答 - - - - - - - - -

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。

企
業
規
模
別

全体 男性 女性

全　体

産
業
別
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（５）常用労働者に占めるパートタイマー・契約社員の割合及び男女の内訳 

 

①パートタイマーの割合 

常用労働者に占めるパートタイマーの割合は、全体で 23.5％となっている。産業別にみると、「飲

食店・宿泊業」（70.1％）で最も高く、次いで「複合サービス業」（63.1％）となっている。企業規

模別では、規模が大きくなるにつれパートタイマーの割合は高くなる傾向にあり、企業規模 10 人以

上の事業所で 2割を超えている。男女別では、「男性」（12.0％）、「女性」（38.9％）となってお

り、「飲食店・宿泊業」では女性の割合が 8割を超えている。（表 12） 

パートタイマーの男女比は、「男性」（29.2％）、「女性」（70.8％）となっており、パートタイ

マーの 4人に 3人は女性となっている。産業別にみると、「情報通信業」「医療・福祉」では「女性」

の割合が 8割以上を占めている。一方、「運輸業」（男性：77.7％）、「金融・保険業」（男性：54.0％）

では男性の割合が高くなっている。（表 12） 

 

②契約社員の割合 

常用労働者に占める契約社員の割合は、全体で 6.6％となっている。産業別にみると、「不動産業」

（15.2％）で最も高くなっている。企業規模別では、「100～299 人」規模の事業所で最も高く 9.1％

となっている。（表 12） 

契約社員の男女比は、「男性」（49.8％）、「女性」（50.2％）となっている。産業別にみると、

「金融・保険業」（女性：83.3％）、「医療・福祉」（女性：81.2％）では「女性」の割合が 8割以

上を占めている。一方、「建設業」（男性：84.0％）では男性の割合が高くなっている。（表 12） 

 

表 12 常用労働者に占めるパートタイマー・契約社員の割合及び男女の内訳 

（全体、産業別、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（数値：％）

全体
（ｎ=38,556）

男性
（ｎ=22,061）

女性
（ｎ=16,495）

全体
（ｎ=38,556）

男性
（ｎ=22,061）

女性
（ｎ=16,495）

男性 女性 男性 女性

23.5 12.0 38.9 6.6 5.8 7.8 29.2 70.8 49.8 50.2
建設業 4.0 1.8 14.6 6.7 6.8 6.1 36.7 63.3 84.0 16.0
製造業 14.4 4.5 37.7 7.3 6.8 8.6 21.9 78.1 65.1 34.9
運輸業 11.6 10.1 24.9 5.4 4.3 14.8 77.7 22.3 71.5 28.5
情報通信業 23.7 7.4 47.0 1.1 1.4 0.7 18.4 81.6 75.0 25.0
卸売・小売業 27.7 13.3 50.7 5.4 3.9 7.9 29.6 70.4 44.3 55.7
飲食店・宿泊業 70.1 43.3 83.2 6.9 5.7 7.6 20.3 79.7 26.8 73.2
金融・保険業 15.7 11.4 27.7 1.2 0.3 3.9 54.0 46.0 16.7 83.3
医療・福祉 20.2 9.8 23.3 6.5 5.3 6.9 11.2 88.8 18.8 81.2
教育・学習支援 5.9 6.1 5.7 2.6 4.0 1.4 45.7 54.3 69.6 30.4
農・林・漁業 33.7 24.1 50.7 1.7 1.1 2.7 45.7 54.3 42.9 57.1
鉱業 - - - - - - - - - -
電気・ガス・熱供給・水道業 3.1 1.5 9.2 13.8 11.4 22.7 38.1 61.9 65.6 34.4
不動産業 43.6 23.2 63.9 15.2 23.2 7.2 26.4 73.6 76.0 24.0
複合サービス業 63.1 48.8 78.6 0.4 0.6 0.2 40.4 59.6 75.0 25.0
サービス業（他に分類されないもの） 43.8 25.2 61.9 12.8 10.7 14.8 28.4 71.6 41.3 58.7
その他 59.6 41.4 88.9 × × × 42.9 57.1 × ×
無回答 × × × × × × × × × ×
３００人以上 24.0 13.4 39.0 6.8 6.4 7.4 32.9 67.1 55.2 44.8
１００～２９９人 24.5 11.1 39.8 9.1 8.0 10.3 24.2 75.8 47.0 53.0
５０～９９人 25.1 12.9 40.1 6.2 5.2 7.5 28.6 71.4 46.4 53.6
３０～４９人 21.8 12.0 35.0 4.9 2.7 8.0 31.7 68.3 31.4 68.6
１０～２９人 20.8 8.9 39.5 3.4 2.9 4.2 26.1 73.9 52.0 48.0
５～９人 14.9 5.9 28.2 2.5 3.0 1.7 23.9 76.1 72.2 27.8
無回答 4.5 4.3 5.3 6.8 4.3 15.8 75.0 25.0 50.0 50.0

注）回答事業所が2件以下の場合、秘匿「×」で表記している。

企
業
規
模
別

パートタイマー 契約社員

常用労働者に占める割合 男女の割合
パートタイマー

（ｎ=9,061）
契約社員
（ｎ=2,562）

全　体

産
業
別
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